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第１章 計画の策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨 

本市では、市民の消費生活の安定と向上を確保するため、本市及び事業者の責務並びに消費者等の役

割を明らかにするとともに、消費者の利益の擁護や増進に関する本市の施策についての必要事項を定

めた「広島市消費生活条例」（以下「条例」という。）を平成 18 年（2006 年）10 月に公布し、平成 19

年（2007 年）4月に施行しました。その後、平成 24 年（2012 年）3月に基本計画の策定に係る規定を

追加した一部改正を行い、同年 4月 1日に施行しました。 

この条例に基づき、消費者問題の複雑化・多様化など消費者行政を取り巻く社会の変化に適応するた

め、平成 25年（2013 年）3月に「広島市消費生活基本計画」（以下「第 1次計画」という。）を、平成

30 年（2018 年）3 月に「第 2 次広島市消費生活基本計画」（以下「第 2 次計画」という。）を策定し、

消費者施策の総合的かつ計画的な推進を図っています。 

この度、第 2 次計画の計画期間が令和 4 年度（2022 年度）で満了することから、新たに「第 3 次広

島市消費生活基本計画」（以下「第 3次計画」という。）を策定するものです。 

２ 計画の位置付け 

第 3 次計画は、条例第 7 条の 2 第 1 項の規定に基づく基本計画であり、かつ「第 6 次広島市基本計

画」の部門計画として位置付けます。 

また、消費者教育を総合的・一体的に推進することを目的とする「消費者教育の推進に関する法律」

第 10条第 2項の規定に基づく「市町村消費者教育推進計画」としても位置付けます。 

３ 計画期間 

令和 5年度（2023 年度）から令和 9年度（2027 年度）までの 5年間とします。 

なお、社会情勢の変化や計画の進捗状況等に応じて必要な見直しを行います。 
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第２章 消費生活をめぐる現状 

１ 社会情勢の変化 

⑴ 高齢化の進行 

   本市の 65 歳以上の高齢者の人口は、令和 2 年（2020 年）国勢調査では 30 万 8,586 人で、総人口

の 25.7％を占めています。 

平成 30 年（2018 年）3月に「国立社会保障・人口問題研究所」が公表した「日本の地域別将来推

計人口」によると、今後も高齢化は進み、令和 12 年（2030 年）には 33万 3,296 人、令和 17年（2035

年）には 34 万 7,208 人へと増加していくと予測されています。 

 

 ⑵ 地域コミュニティの活力低下 

地域コミュニティの要である町内会・自治会の加入率は、本市では昭和 57年度（1982 年度）には

86.0％でしたが、平成 12年度（2000 年度）には 75.4％、平成 22年度（2010 年度）には 65.6％、令

和 2年度（2020 年度）には 56.0％と年々減少しています。 

地域コミュニティは、市民の誰もが住み慣れた地域で、互いに支え合いながら暮らし続けることが

できる地域共生社会の形成や災害時における協力・連携などにも大きく寄与していますが、その活力

低下によって地域社会における人々のつながりが弱まっており、地域社会から孤立した高齢者、障害

者、若年者等が増加傾向にあります。 

 

 ⑶ 情報化の進展・電子商取引の拡大 

   近年、情報通信技術の高度化によるスマートフォンの普及や取引の基盤環境を提供するデジタル・

プラットフォームの発展に伴い、電子商取引は急速に活発化しています。 

   電子商取引の拡大によって、商品やサービスを容易に入手することができるようになり、消費者に

とって利益の増進につながる一方で、電子商取引は直接商品や支払いのやり取りを行わない非対面

取引のため、商品やサービスが消費者の期待したものと異なったり、そもそも提供されないといった

消費者トラブルが発生しています。 

 

 ⑷ 持続可能な社会の実現に向けた機運の高まり 

   平成 27年（2015 年）9月の国連持続可能な開発サミットにおいて採択された「持続可能な開発の

ための 2030 アジェンダ」の中の「持続可能な開発目標」（以下「ＳＤＧｓ」という。）は、「誰一人取

り残さない」社会の実現を目指し、経済や社会、環境などの広範な課題に対して取組目標を定めたも

のです。 

   消費者の消費行動は経済社会に大きな影響を与えるものであり、人・社会・地域・環境に配慮した

消費行動である倫理的消費（以下「エシカル消費」という。）や、食品ロスの削減といった取組が推

進されるなど、持続可能な社会の実現に向けた機運が高まりつつあります。 

 

 ⑸ 成年年齢の引下げ 

   民法が改正され、令和 4 年（2022 年）4 月から、成年年齢が 20 歳から 18 歳へ引き下げられまし

た。 

成年に達すると、親などの法定代理人の同意がなくても自分で契約できるようになる一方で、法定
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代理人の同意なく結んでしまった契約を取り消すことができる未成年者取消権は行使できなくなり

ます。これまでよりも早い段階から、契約に関する知識を学び、様々なルールを知るとともに、自立

した消費者として行動することができる力を身に付ける必要が生じています。 

 

 ⑹ 環境の変化による消費者問題の動向 

   高齢化の進行や情報化の進展などに加え、近年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大や自然災

害の多発化など消費者を取り巻く環境は変化し、消費生活に影響を与えています。 

こうした中、環境の変化に便乗した新たな悪質商法の発生や手口の悪質化・巧妙化などが進み、中

には社会問題化したトラブルも生じています。 
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新型コロナウイルス感染症関連

２ 広島市の消費生活相談の状況 

⑴ 消費生活相談件数 

   広島市消費生活センターに寄せられた過去 10 年間の「消費生活相談の相談件数」（以下「件数」と

いう。）（図表 1）を見ると、平成 24 年度（2012 年度）から平成 30 年度（2018 年度）の間は、総件

数が 8,000 件台から 9,000 件台で推移していましたが、平成 31 年度（2019 年度）以降は、「架空請

求・不当請求」の件数が大幅に減少し、総件数は 7,000 件台となりました。また、平成 31年度（2019

年度）には「新型コロナウイルス感染症関連」の相談が寄せられ始め、令和 2 年度（2020 年度）は

787 件と急増しましたが、令和 3年度（2021 年度）には 300 件まで減少しました。    
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図表 1 消費生活相談の相談件数 

8,000 

10,000 

(年度) 

554 

300 



5 
 

「契約当事者の年代別件数と割合」（図表 2）を見ると、平成 30 年度（2018 年度）以降、各年代とも

に、総件数に占める割合（以下「割合」という。）に大きな差異はありません。しかし、新型コロナウイ

ルス感染症の感染が拡大した令和 2年度は、50歳代以下の件数が増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 商品・役務別件数 

   「商品・役務別の相談件数」（図表 3）を見ると、平成 30年度（2018 年度）以降、迷惑メールや架

空請求などの「商品一般」の件数が毎年最も多くなっているものの、徐々に減少しています。 

また、賃貸アパートからの退去時の原状回復費用などの「賃貸アパート・マンション」の件数は毎

年上位 5位以内に入っており、一定数の相談があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順

位 

平成 30年度 
（2018年度） 

平成 31年度 
（2019年度） 

令和 2年度 
（2020年度） 

令和 3年度 
（2021年度） 

区分 件数 区分 件数 区分 件数 区分 件数 

1 商品一般  商品一般 944 商品一般 872 商品一般 766 

2 
デジタルコンテン
ツその他 

595 相談その他 406 健康食品 423 
賃貸アパート・ 
マンション 

357 

3 
インターネット 
接続回線 

369 健康食品 395 相談その他 420 化粧品 312 

4 
賃貸アパート・ 
マンション 

361 
デジタルコンテン
ツその他 

360 
賃貸アパート・ 
マンション 

363 相談その他 305 

5 相談その他 349 
賃貸アパート・ 
マンション 

347 
デジタルコンテン
ツその他 

332 
移動通信 
サービス 

242 

 

 

図表 3 商品・役務別の相談件数（上位 5位） 

1,746 

※商品・役務別の相談については、令和 3年（2021 年）4月 1日に、全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）

の商品別分類及びキーワード改定が行われ、「デジタルコンテンツその他」等は廃止され、新設された「ソフトウェアライセンス全般」や

「ウイルス対策ソフト」等に分類されました。 
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図表 2 契約当事者の年代別件数と割合 (年度) 
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⑶ 販売購入形態別件数 

   「販売購入形態別の相談件数と割合」（図表 4）を見ると、新型コロナウイルス感染症の感染が拡

大した令和 2年度（2020 年度）を境に、「店舗購入」は件数が減少し、割合も令和 2年度、令和 3年

度ともに平成 31 年度以前よりも減少しています。一方で、「店舗外販売」の割合は、平成 31年度以

前よりも増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「店舗外販売の相談件数」（図表 5）を見ると、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大した令和

2年度（2020 年度）は、「通信販売」の件数が大幅に増加する一方で、「訪問販売」の件数は減少しま

した。 
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図表 5 店舗外販売の相談件数 
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図表 4 販売購入形態別の相談件数と割合 
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３ アンケート調査の結果 

⑴ アンケート調査の概要 

ア 調査の目的 

第 3次計画策定の基礎資料とするため、次項目の調査方法により、本市の消費者・事業者・学校

の意識と行動に関する実態調査を行いました。 

イ 調査方法 

(ｱ) 消費生活に関するアンケート（消費者） 

調査地域：広島市全域 

調査対象：令和 3 年（2021 年）10 月 31 日現在の広島市住民基本台帳から、15 歳以上の男女

を無作為に抽出 

調査数  ：3,000 人 

実施方法：郵送による配布、回収（インターネット回答と併用） 

調査期間：令和 3年（2021 年）11月 25 日～令和 3年（2021 年）12 月 25 日 

(ｲ)  消費生活に関するアンケート（事業者） 

調査地域：広島市全域 

調査対象：統計法第 27 条第 1 項に基づき整備された事業所母集団データベースから無作為 

に抽出 

調査数  ：1,500 社 

実施方法：郵送による配布、回収（インターネット回答と併用） 

調査期間：令和 3年（2021 年）11月 25 日～令和 3年（2021 年）12 月 25 日 

(ｳ) 消費者教育に関するアンケート（学校） 

調査地域：広島市全域 

調査対象：市立小学校 141 校、市立中学校 63 校、市立高等学校 7校、中等教育学校 1校、 

特別支援学校 1校 

調査数  ：213 校 

実施方法：広島市役所を巡回するメール便による配布、回収（インターネット回答と併用） 

調査期間：令和 3年（2021 年）11月 18 日～令和 3年（2021 年）12 月 18 日 

ウ 調査結果 

(ｱ) 消費生活に関するアンケート（消費者） 

回収数  ：1,089 件（有効回収率 36.3％） 

(ｲ) 消費生活に関するアンケート（事業者） 

回収数  ：424 件（有効回収率 28.3％） 

(ｳ) 消費者教育に関するアンケート（学校） 

回収数  ：125 件（有効回収率 58.7％） 
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

⑵ アンケート調査結果の概要 

ア 消費生活の安全・安心の確保 

(ｱ) 消費者を取り巻く状況 

     消費者に対して、「消費者を取り巻く状況」について、質問しました。 

 該当率（「かなり当てはまる」と「ある程度当てはまる」を回答した割合の合計値）は、「流通

している食品は安全・安心である」が 64.9％と最も多く、次いで「事業者間で価格やサービス

の競争が行われている」が 58.9％、「流通している商品（食品以外）や提供されているサービス

は安全・安心である」が 54.9％となりました。 

また、「行政から消費者への情報提供や啓発が十分になされている」が 18.1％、「インターネ

ットにより提供されるサービスや取引等は安心して利用できる」が 12.6％となりました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 6】 あなたは、消費者を取り巻く状況について、以下の項目がどの程度当てはまると思いますか。 

流通している食品は安全・安心である 64.9% 

58.9% 

54.9% 

18.1% 

12.6% 

27.8% 

30.4% 

37.4% 

37.7% 

該当率 
 

流通している商品（食品以外）や提供 
されているサービスは安全・安心である 

事業者間で価格やサービスの競争が 
行われている 

消費者や事業者のＳＤＧｓに関する
取組が増えている 

トラブルの際に相談できる行政の消費生活ｾﾝﾀｰ 
または消費生活相談窓口が整備されており、 
信頼できる 

商品等の表示・広告の内容は 
信用できる 

悪質・詐欺的な販売行為等を心配せず
安全に購入・利用できる 

行政から消費者への情報提供や啓発が 
十分になされている 

インターネットにより提供されるサービスや 
取引等は安心して利用できる 

かなり当てはまる     ある程度当てはまる         

どちらともいえない      あまり当てはまらない    ほとんど・全く当てはまらない   無回答  
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(ｲ) 消費者行政が重視すべき分野 

   消費者に対して、「行政が消費者の利益を守るために充実させていく必要がある分野」につい

て、また、事業者に対して、「消費者行政が重点的に行う必要があると考える分野」について、

同じ選択肢を使用し質問しました。 

消費者、事業者ともに、上位 4位まで同じ回答が並び、「不適正・悪質な事業者に対する監視

や指導強化」（消費者 56.9％、事業者 46.7％）、「消費者問題に関する情報提供」（消費者 49.1％、

事業者 40.6％）、「消費者被害を未然に防ぐための制度の充実」（消費者 43.2％、事業者 38.4％）、

「消費生活相談窓口の充実強化」（消費者 33.1％、事業者 27.1％）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.9

49.1

43.2

33.1

21.8

18.2

13.6

8.0

5.1

4.5

0.9

7.4

46.7

40.6

38.4

27.1

18.4

18.6

10.4

8.5

4.2

4.5

1.9

13.2

0.0 % 20.0 % 40.0 % 60.0 %

不適正・悪質な事業者に対する 
監視や指導強化 

消費者問題に関する情報提供 

不公正な価格形成の防止 

消費者被害を未然に防ぐための 
制度の充実 

消費生活相談窓口の充実強化 

表示や計量の適正化や商品（製品・サービス）
の安心・安全性の確保 

学校や公民館等での消費者教育 

消費者と行政、企業との交流・連携 

消費者啓発や消費者教育に、 
事業者が積極的に取り組むような 
働きかけ 

消費者グループ・消費者団体の育成 

その他 

無回答 

消費者 

事業者 

【図表 7】 あなたは、消費者の利益を守るため、行政はどの分野を充実させていく必要があると考えますか。（消費者） 

消費者行政が重点的に行うべきと考えるのはどれですか。（事業者） 
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(ｳ) 高齢者の被害防止 

   消費者に対して、「高齢者の消費者トラブルなどの被害を防止するために重要だと思うこと」

について、質問しました。 

「テレビ・ラジオなどマスメディアを利用した情報提供」が 64.9％と最も多く、次いで「行

政の広報紙などを利用した情報提供」が 40.6％、「地域で見守り活動を実施されている方々への

情報提供」が 37.4％となりました。情報提供の方法としては、ＳＮＳやインターネットなどよ

りも、テレビや行政の広報紙などが多く回答されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 8】 あなたは、高齢者の消費者トラブルなどの被害を防止するために、何が重要だと思いますか。 

64.9

40.6

37.4

32.6

20.1

19.0

17.1

13.1

7.2

3.2

9.4

0.0 % 20.0 % 40.0 % 60.0 %

テレビ・ラジオなどマスメディアを 
利用した情報提供 

行政の広報紙などを利用した 
情報提供 

地域で見守り活動を実施されている
方々への情報提供 

高齢者への消費者トラブルに関する 
講座、講演会の実施 

家族への消費者トラブルに関する 
講座、講演会の実施 

介護事業者などへの消費者トラブルに
関する講座、講演会の実施 

地域の担い手（消費生活サポーター）
の育成 

チラシ、パンフレットの拡充 

ＳＮＳ、インターネットを利用した 
情報提供 

その他 

無回答 
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イ 消費者の被害 

(ｱ) 商品・サービスに関する不満や被害など 

   消費者に対して、「この 1年間に経験した商品・サービスに関する不満や被害など」について、

質問しました。 

「機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていた」が 25.2％と最も多く、次いで「事

業者の対応等でかなり不快な思いをした」が 16.8％、「表示・広告と実際の商品・サービスの内

容がかなり違っていた」が 11.7％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.2

16.8

11.7

5.5

3.9

3.7

2.9

0.8

3.6

64.7

72.0

76.5

82.5

84.2

83.9

85.0

86.4

72.1

10.1

11.2

11.8

12.0

11.9

12.4

12.0

12.8

24.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

機能・品質やサービスの質が期待より 
かなり劣っていた 

事業者の対応等でかなり不快な思いをした 

表示・広告と実際の商品・サービスの 
内容がかなり違っていた 

思っていたよりかなり高い金額を請求された 

けが、病気をする等、安全性や衛生面に 
問題があった 

問題のある販売手口やセールストークにより 
契約・購入した 

契約・解約時のトラブルにより被害にあった 

詐欺によって事業者にお金を支払った 
（又はその約束をした） 

その他被害の経験 

ある            ない            無回答 

【図表 9】 商品・サービスに関する不満や被害などについて、あなたが、この 1 年間に以下の項目に当てはまる経験をしたことはありますか。 
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(ｲ) 相談先 

   前項の質問で、どれか 1つでも経験したことが「ある」と回答した消費者に対して、「その不

満や被害などの相談先」について、質問しました。 

「家族、親族」が 40.1％と最も多く、次いで「友人、同僚」が 20.7％、「販売店、販売員」が

13.3％となりました。また、「消費生活センター」が 3.6％と少なく、「相談しなかった」が 35.4％

と多いこともわかりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.1

20.7

13.3

8.9

3.6

3.4

1.9

1.3

1.1

1.1

0.6

0.6

2.5

35.4

8.0

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 %

【図表 10】 （図表9 で、どれか 1 つでも「ある」を回答された方）その不満や被害などについて、誰に相談しましたか。 

家族、親族 

友人、同僚 

販売店、販売員 

メーカー 

消費生活センター 

近所の人 

警察 

消費者団体 

弁護士、司法書士などの専門家 

事業者団体の相談窓口 

民生委員、ホームヘルパー、 
地域包括支援センター 

国・地方公共団体などの相談窓口 
（消費生活センターを除く） 

その他 

相談しなかった 

無回答 
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前項の質問で「相談しなかった」と回答した消費者に、「どこにも相談しなかった理由」につ

いて、質問しました。 

「相談しても解決しないと思った」が 41.7％と最も多く、次いで「相談するほどの被害では

なかった」が 38.1％、「時間がかかると思った」が 17.3％となりました。また、「どこに相談す

ればよいのかわからなかった」が 10.7％、「お金がかかると思った」が 4.2％と情報提供不足と

思われる回答もありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.7

38.1

17.3

16.1

14.3

10.7

9.5

7.1

4.2

2.4

1.2

1.8

9.5

0.6

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 %

【図表 11】 （図表10 で「相談しなかった」を回答された方）その不満や被害などについて、どこにも相談しなかった理由は何ですか。 

相談しても解決しないと思った 

相談するほどの被害ではなかった 

時間がかかると思った 

自分にも責任があると思った 

相談せずに自分で解決できると思った 

どこに相談すればよいのか 
わからなかった 

面倒なことに巻き込まれたくない 

相談する適切な相手がいない 

お金がかかると思った 

事実の証明が難しかった 

相談するのが恥ずかしかった 

その他 

特に理由はない 

無回答 
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ウ 消費者教育・啓発 

(ｱ) 若年者の被害防止 

   消費者に対して、「若年者の消費者トラブルなどの被害を防止するために重要だと思うこと」

について、質問しました。 

「ＳＮＳ、インターネットを利用した情報提供」が 65.9％と最も多く、次いで「学校の授業

における消費者教育の充実」が 62.9％、「テレビ・ラジオなどマスメディアを利用した情報提供」

が 46.2％となりました。また、「行政の広報紙などを利用した情報提供」は 13.8％となり、高齢

者の被害防止（図表 8）と比べると、低くなりました。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 12】 あなたは、消費者としての経験が浅く、まだ十分な判断能力を持っていない若年者の消費者トラブルなどの被害を

防止するためには、何が重要だと思いますか。 

65.9

62.9

46.2

28.0

16.8

13.8

11.5

6.9

1.7

9.3

0.0 % 20.0 % 40.0 % 60.0 %

ＳＮＳ、インターネットを利用した 
情報提供 

学校の授業における 
消費者教育の充実 

テレビ・ラジオなどマスメディアを 
利用した情報提供 

若年者への消費者トラブルに関する 
講座、講演会の実施 

保護者への消費者トラブルに関する 
講座、講演会の実施 

行政の広報紙などを利用した 
情報提供 

教員への消費者トラブルに関する 
講座、講演会の実施 

チラシ、パンフレットの拡充 

その他 

無回答 
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(ｲ) 消費者教育・啓発の機会 

   消費者に対して、「参加または経験したことのある消費者教育や啓発の機会」について、質問

しました。 

「参加もしくは経験したことがない」が 41.4％と最も多く、次いで「小・中・高等・中等教

育・特別支援学校の授業（家庭科・社会科等）、課外授業、施設・工場見学等」が 25.2％、「職場

での講習会・勉強会等」が 12.2％となりました。 

また、「参加または経験してみたい消費者教育や啓発の機会」について質問したところ、「参加

もしくは経験したいと思わない」が 34.1％と最も多く、次いで「事業者主催の講演会、施設・

工場見学等」が 16.2％、「広島市消費生活センターや（公社）広島消費者協会主催の消費生活に

関するイベント」が 15.9％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.4

25.2

12.2

11.5

7.0

6.3

4.5

2.9

1.9

1.3

0.5

21.3

34.1

9.2

10.3

13.4

8.6

16.2

15.2

14.0

15.9

7.7

2.2

22.9

0.0 % 20.0 % 40.0 %

【図表 13】 あなたは、消費者教育や啓発の機会について 

（1）以下の項目について、参加または経験したことはありますか。 

（2）以下の項目について、参加または経験してみたいことはありますか。 

参加もしくは経験したことがない 
（参加もしくは経験したいと思わない） 

小・中・高等・中等教育・特別支援学校の授業（家庭
科・社会科等）、課外授業、施設・工場見学等 

職場での講習会・勉強会等 

消費生活に関するパンフレット等を読んだ（読む） 

大学・専門学校等の講義、オリエンテーション等 

事業者主催の講演会、施設・工場見学等 

事業者主催の衣食住など暮らしに関するイベント 

消費者団体主催の消費生活に関する講演会、 
勉強会、施設・工場見学等 

広島市消費生活センターや（公社）広島消費者
協会主催の消費生活に関するイベント 

広島市以外の行政主催の消費生活に関するイベント 

その他 

無回答 

(1)参加または経験したこと      

（2)参加または経験してみたいこと 
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(ｳ)  「ＳＤＧｓ」等の認知度 

   消費者と事業者に対して、「「ＳＤＧｓ」等の内容」について、質問しました。 

認知度（「内容まで知っている」と「聞いたことはあるが、内容までは知らない」を回答した

割合の合計値）は、「ＳＤＧｓ」が消費者79.0％、事業者84.2％、「エシカル消費」が消費者32.0％、

事業者 37.5％、「消費者市民社会」が消費者 19.8％、事業者 29.5％となりました。また、事業

者に対して、「消費者志向経営」の内容について、質問したところ、認知度は 35.4％となりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 14】 以下の項目の内容を知っていますか。 

ＳＤＧｓ 

エシカル消費 

消費者市民社会 

（消費者） 

ＳＤＧｓ 

消費者志向経営 

（事業者） 

エシカル消費 

消費者市民社会 

認知度 
\\ 

79.0 

32.0 

19.8 

84.2 

37.5 

29.5 

35.4 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

内容まで知っている      聞いたことはあるが、内容までは知らない 

知らない             無回答 
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(ｴ) 消費者教育の推進への課題 

   学校に対して、「消費者教育を推進するにあたって課題となっていること」について、質問し

ました。 

「内容が多岐にわたり学校だけでの対応が困難」が 68.0％と最も多く、次いで「他の優先課

題があり、取り組む時間がない」が 47.2％、「どのような取組をすればよいかわからない」が

28.8％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、学校に対して、「課題を解決するために必要と思う支援」について、質問しました。 

「実践事例の紹介」が68.0％と最も多く、次いで「児童・生徒向け教材の作成・配布」が65.6％、

「授業のサポートができる人材」が 63.2％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.0

65.6

63.2
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【図表 15】 消費者教育を推進するにあたって、課題となっていることは何ですか。 

無回答 

内容が多岐にわたり学校だけでの対応が困難 

他の優先課題があり、取り組む時間がない 

どのような取組をすればよいかわからない 

指導者や外部講師、ゲストティーチャーとなる 
人材の情報が得られない 

活用できる教材が少ない 

予算がない 

その他 

特にない 

教職員のスキルアップを図る 
研修等の機会がない 

実践事例の紹介 

児童・生徒向け教材の作成・配布 

授業のサポートができる人材 

消費者被害の最新情報の提供 

消費者団体や事業者団体との 
意見交換を行う機会の提供 

教員に対する研修 

【図表 16】 図表15 の課題を解決するためにどのような支援があるとよいと思いますか。 

その他 

無回答 
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第３章 課題と対応 

「第２章 消費生活をめぐる現状」を踏まえ、課題とその対応について、4 つの項目で整理をしました。 

1 消費生活の安全・安心の確保 

課 題 対 応 

アンケートでは、過半数の消費者は、「商品やサービスは安全・安心であ

る」と感じていますが、「機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っ

ていた」や「けがや病気をする等、安全性や衛生面に問題があった」と被害

などを経験している方もいます。こうした被害は生命・身体にかかわる重大

な事故につながる恐れがあることから、消費者事故の発生を防ぐことが重要

になります。 

（アンケート【図表 6、9】） 

商品やサービスの安全性

に関する消費者への情報提

供や事業者への立入検査等

により、危害・危険の防止に

取り組みます。 

 また、消費者事故が発生し

た場合は、消費者への情報提

供等、迅速に対応します。 

アンケートでは、一定数の消費者は、「商品等の表示・広告の内容は信用

できる」とは感じておらず、「表示・広告と実際の商品・サービスの内容が

かなり違っていた」と被害などを経験している方もいます。消費者は表示等

を基に、商品やサービスを選択していることから、消費者が不利益を被るこ

とがないよう、不適正な取引の発生を防ぐことが必要です。 

また、一定数の消費者が、「不公正な価格形成の防止」を求めており、消

費者が安心して消費生活を営むことができるよう、生活関連物資が適正な価

格で供給されることが重要になります。 

（アンケート【図表 6、7、9】） 

表示等に関する事業者へ

の立入検査や生活関連物資

の価格調査等により、適正な

取引環境の確保に取り組み

ます。 

情報化の進展や電子商取引の拡大により、事業者と消費者の情報格差が広

がり、立場を悪用する事業者による消費者被害が増えることが懸念されま

す。アンケートでは、消費者、事業者ともに「不適正・悪質な事業者に対す

る監視や指導強化」を消費者行政が最も重視すべき分野だとしています。 

消費者の利益を守るためには、行政には不当な取引行為を防止する取組が

求められています。 

（社会情勢【⑶、⑹】、アンケート【図表 7】） 

国や県と連携した事業者

への働きかけや条例に基づ

く不当取引行為への対応等

により、事業者に対する指導

に取り組みます。 

 

高齢化の進行や地域コミュニティの活力低下により、判断能力が低下した

高齢者や社会経験の乏しい若年者等が増加し、こうしたぜい弱な消費者は自

ら消費者被害を予防することが困難なことから、消費者トラブルの増加や消

費者トラブルが判明した時には深刻化していることが懸念されます。アンケ

ートでは、一定数の消費者が、高齢者の被害防止には「地域で見守り活動を

実施されている方々への情報提供」が重要だとしています。 

 こうしたことから、ぜい弱な消費者が地域で安心して暮らすことができ

る環境を更に整備していくことが重要になります。 

（社会情勢【⑴、⑵、⑹】、アンケート【図表 8】） 

地域団体等と連携した見

守り体制の活用や消費者の

権利を擁護する制度の利用

促進等により、安全・安心な

地域づくりの推進への取組

を拡充します。 
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２ 消費者の被害の救済 

課 題 対 応 

情報化の進展や電子商取引の拡大、コロナ禍における新しい生活様式に基

づいた消費行動の普及により、消費者の販売購入形態も変化しており、消費

者トラブルの増加が懸念されます。アンケートでは、「商品・サービスに関

する不満や被害など」を経験した消費者のうち、その被害などの相談先とし

て「消費生活センター」と回答した方は少ないことがわかりました。また、

「相談しなかった」と回答した方が多く、その理由として、「相談しても解

決しないと思った」「どこに相談すればよいのかわからなかった」「お金がか

かると思った」といった回答があり、消費生活センターは消費生活に関する

消費者と事業者間のトラブルを相談できる行政機関であることや、相談内容

によっては、関係機関と連携して、その解決を図っていることといった役割

を周知できていないことなどがわかりました。 

こうしたことから、複雑化・多様化する消費者トラブルに対応できるよう、

充実した相談体制を確保し、消費生活センターの役割を更に周知していくこ

とが重要になります。 

（社会情勢【⑶、⑹】、消費生活相談【図表 4、5】、 
アンケート【図表 9、10、11】） 

消費者が気軽に相談でき

る環境の整備や、消費生活相

談に応じる相談員の対応能

力の向上に努めるとともに、

相談内容によっては、消費生

活紛争調停委員会の調停等

により、相談体制の充実への

取組を拡充します。 

 また、消費者被害に関する

情報提供等により、消費生活

センターの周知を図り、消費

者被害の未然防止・拡大防止

への取組を拡充します。 

複雑化・多様化した消費者トラブルの内容によっては、消費生活センター

だけでは解決できない場合があることから、より適切な相談先の案内や関係

機関と連携した解決等を図ることが重要になります。 

 また、他の行政機関の相談窓口等が消費生活相談を受けた場合には、消費

生活センターを案内するよう相互の連携の強化が必要です。 

（社会情勢【⑶、⑹】、消費生活相談【図表 3、4、5】、 
アンケート【図表 9、10、11】） 

国や県の行政機関や業界

の相談窓口等との情報交換

等により、関係機関との連携

に取り組みます。 

消費者施策を市民生活の安定と向上に効果的につなげるためには、消費者

の意見を消費者施策に適切に反映させていくことが重要になります。このた

め、アンケート等により消費者の意見を把握するとともに、消費生活相談の

分析などを行い、消費者施策を実施することが必要です。 

消費者の意見の把握や消

費生活相談の分析を行い、消

費者施策への消費者意見の

反映に取り組みます。 
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３ 消費者教育の推進 

課 題 対 応 

成年年齢の引き下げにより、18歳から民法上の未成年取消権を行使で

きなくなったことに伴い、若年者の消費者トラブルの増加が懸念されま

す。これまでよりも早い段階から、契約等の必要な知識を習得し、その

知識を適切な行動に結びつけることができる力を身に付けることが必要

です。アンケートでは、過半数の消費者は、若年者の被害防止には、「Ｓ

ＮＳ、インターネットを利用した情報提供」「学校の授業における消費者

教育の充実」が重要だとしており、高齢者の被害防止と比べると、同じ

選択肢でも啓発手法については、大きく異なることがわかりました。 

また、消費者教育・啓発の機会については、「参加もしくは経験したい

とは思わない」が最も多く、消費者教育への参加意欲は低いことがわか

りました。 

こうしたことから、自主的かつ合理的な消費行動ができる自立した消

費者を育成するためには、消費者の年齢層等に応じた消費者教育や情報

提供、有効な啓発機会の提供を更に充実させることが必要です。 

（社会情勢【⑴、⑵、⑸、⑹】、アンケート【図表 8、12、13】） 

学校での消費者教育を充

実させるとともに、消費者

の年齢層や学校・地域・家

庭・職場等の様々な場に応

じて、消費者教育の機会の

提供や情報発信等により、

ライフステージに応じた消

費者教育の推進への取組を

拡充します。 

アンケートでは、学校において、消費者教育推進の課題は、「内容が多

岐にわたり学校だけでの対応が困難」「他の優先課題があり、取り組む時

間がない」「どのような取組をすればよいかわからない」が上位でした。

また、その課題を解決するための支援は、「実践事例の紹介」「児童・生

徒向けの教材の作成・配布」「授業のサポートができる人材」が上位でし

た。 

学校における消費者教育で推進役としての役割が期待される教員につ

いては、指導力の向上を図るため研修や情報提供などの支援が必要です。

また、地域においても、消費者教育の担い手の確保・育成が重要になり

ます。 

（社会情勢【⑴、⑵、⑸】、アンケート【図表 15、16】） 

教員の指導力向上に向け

た研修や、地域で消費者教

育を担える人材への支援等

により、消費者教育推進の

ための人材の育成に取り組

みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



21 
 

４ 持続可能な社会の形成に向けた消費行動の推進 

課 題 対 応 

持続可能な社会の実現に向けた機運の高まりにより、消費者施策の推

進に当たってもＳＤＧｓの目指す理念を踏まえることが重要になります

が、アンケートでは、消費者・事業者ともに「エシカル消費の認知度」

は、「ＳＤＧｓの認知度」に比べ低くなりました。持続可能な社会を形成

するためには、消費者一人一人が、人や社会、環境に配慮した消費行動

への関心を高め、自分のこととして実践するよう、エシカル消費を更に

普及させることが必要です。 

（社会情勢【⑷】、アンケート【図表 14】） 

消費者団体や事業者と連

携したエシカル消費の普及

啓発活動等により、エシカ

ル消費の推進への取組を拡

充します。 

持続可能な社会の実現に向けた機運の高まりの中で、事業者において

も、ＳＤＧｓの目指す理念を踏まえた取組が重要になりますが、アンケ

ートでは、事業者の「消費者志向経営の認知度」は、「ＳＤＧｓの認知度」

に比べ低くなりました。持続可能な社会を形成するためには、事業者が

消費者全体の視点に立ち、消費者を重視した事業活動を実施するよう、

消費者志向経営を推進することが必要です。 

（社会情勢【⑷】、アンケート【図表 14】） 

事業者に向けた消費者志

向経営の普及啓発活動や消

費者志向経営に取り組んで

いる事業者の顕彰制度等に

より、持続可能な社会の形

成に向けた事業活動の推進

に取り組みます。 
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第４章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本目標 

  第 2 次計画では、自立した消費者一人一人が消費者力を生かし、合理的意思決定や商品・サービスの

選択などの行動をすることによって、消費者が主役となって、安全な商品・サービスを安心して消費で

きる消費者被害のない社会を形成するとともに、消費者が社会の一員として、地域の活性化や雇用など

も含む、人や社会、環境に配慮した消費行動を行うことによって、消費者市民社会を構築することを目

指してきました。 

第 3次計画では、これまでの取組を一層加速させるよう、引き続き「消費者が主役となる社会の形成

―消費者被害のない社会と消費者市民社会の構築を目指して―」を基本目標とします。 

 

２ 計画の体系 

第 3次計画の体系は、以下の体系図のとおりです。 

《第 3 次計画の体系図》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 基本方針 

1 消費生活の

安全・安心の

確保 

2 消費者の被

害の救済 

3 消費者教育

の推進 

施策目標 基本施策 

1 危害・危険の防止 
⑴商品・サービスの安全性の確保 

⑵消費者事故の発生・拡大の防止 

⑴表示・規格・計量等の適正化 

⑵生活関連物資の安定供給 

⑴国・県と連携した事業者指導 

⑵広島市消費生活条例に基づく不当

取引行為への対応 

⑴地域連携による安全・安心な環境

づくりの推進 

⑵ぜい弱な消費者の権利擁護の推進 

2 適正な取引環境の
確保 

3 事業者に対する指
導 

4 安全・安心な地域
づくりの推進   

⑴相談機能の強化 

⑵相談対応力の向上 

⑶消費者紛争・訴訟への支援 

⑷広島市消費生活センターの周知 

⑴行政機関との連携 

⑵相談機関等との連携 

⑴消費者施策への消費者意見の反映 

1 相談体制の充実 

2 関係機関との連携 

3 消費者意見の反映 

⑴学校における消費者教育の推進 

⑵地域・家庭・職場における消費者教

育の推進 

⑴学校における人材の育成 

⑵地域における人材の育成 

1 ライフステージに
応じた消費者教育
の推進 

2 消費者教育推進の
ための人材の育成 

⑴エシカル消費の普及啓発 
1 エシカル消費の推進 

2 持続可能な社会の
形成に向けた事業
活動の推進 

⑴消費者志向経営の推進 

消
費
者
施
策
（
個
別
施
策
）
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推
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消
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な
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社
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と
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築
を
目
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し
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と
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る
社
会
の
形
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拡充 

拡充 

拡充 

拡充 
4 持続可能な

社会の形成に

向けた消費行

動の推進 
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３ 計画の指標 

第 3 次計画の全体的な進捗状況を検証するため、次のとおり指標を設定します。なお、指標の時点

は、「現状」を令和 3年度（2021 年度）末、「目標」を令和 9年度（2027 年度）末とします。 

⑴ 消費生活サポーター、消費生活協力団体を有する地域 

  自ら消費者被害を予防することが困難なぜい弱な消費者が、消費生活に関する安全・安心を確保

するよう、消費生活サポーターや消費生活協力団体により、地域での見守り活動を図っています。 

  消費生活サポーターや消費生活協力団体を増やし、広島市全域に配置することは、ぜい弱な消費

者が地域で安心して暮らすことにつながることから、次の指標を設定します。 

 

指標項目 現状 目標 

消費生活サポーターを有する地域 
（概ね小学校区単位） 

62 校区・110 人 141 校区・282 人 

消費生活協力団体を有する地域 
（概ね小学校区単位） 

53 校区・131 団体 141 校区・282 団体 

 

⑵ 消費生活相談の対応に関する満足度 

  多様化・複雑化する消費生活に的確に対応し解決を図るためには、消費生活相談員の専門知識や

相談対応時のコミュニケーション能力等の向上を図る必要があります。 

  消費生活相談の対応に関する満足度を高めることは、消費生活相談員の対応能力の向上につな

がることから、次の指標を設定します。 

 

指標項目 現状 目標 

消費生活相談の対応に関する満足度* ― 100.0％ 

 *来所の相談者へのアンケートにおいて、「満足した」「やや満足した」を回答した割合の合計値 

 

⑶ 広島市消費生活センターの認知度 

  消費生活センターは、消費者トラブルに遭ったとき、その解決等を図るための最も身近な消費生

活相談窓口です。 

消費生活センターの認知度を向上させることは、消費者被害の未然防止・拡大防止や、迅速な解

決につながることから、次の指標を設定します。 

 

指標項目 現状 目標 

広島市消費生活センターの認知度* 78.7％ 90.0％ 

*「広島市市民意識調査」において、「名前や業務の内容、所在地等を知っている」「名前や業務の内容を知ってい

る」「名前は知っている」を回答した割合の合計値 
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⑷ 若者向けの出前講座、高齢者向けの出前講座の理解度 

  生涯を通じて切れ目なく消費者教育を受けられるよう、市内の学校、高齢者団体、町内会など各

種団体等からの申し込みにより、消費生活専門相談員等の資格を有する講師を派遣し、消費生活の

基礎知識等の普及啓発のための出前講座を実施しています。 

  出前講座の受講者の理解度を向上させることは、自立した消費者の育成につながることから、次

の指標を設定します。 

 

指標項目 現状 目標 

若者向けの出前講座の理解度* ― 100.0％ 

高齢者向けの出前講座の理解度* ― 100.0％ 

*出前講座の受講者へのアンケートにおいて、「よく理解できた」「概ね理解できた」を回答した割合の合計値 

 

⑸ エシカル消費の実践率 

  エシカル消費は、地域の活性化や雇用なども含む、人や社会、環境に配慮した消費行動です。 

エシカル消費の実践率を向上させることは、持続可能な社会の形成につながることから、次の指

標を設定します。 

 

指標項目 現状 目標 

エシカル消費の実践率* 83.9％ 90.0％ 

*「広島市市民意識調査」において、「買物の際にマイバッグを持参する」等を実践していると回答した割合 
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４ ＳＤＧｓとの関連 

第 3次計画では、ＳＤＧｓについて、各施策に関連する目標を明示することで、消費生活を通じたＳ

ＤＧｓの達成を目指します。 

【参考】ＳＤＧｓに掲げる１７の目標 

 
１ 貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困
を終わらせる。 

 
10 人や国の不平等をなくそう 

各国内及び各国間の不平等を是正す
る。 

 ２ 飢餓をゼロに 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び
栄養改善を実現し、持続可能な農業
を促進する。 

 11 住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエン
ト）で持続可能な都市及び人間居住を
実現する。 

 
３ すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康
的な生活を確保し、福祉を促進する。 

 

12 つくる責任、つかう責任 

持続可能な生産消費形態を確保する。 

 ４ 質の高い教育をみんなに 

すべての人に包摂的かつ公正な質の
高い教育を確保し、生涯学習の機会
を促進する。 

 
13 気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影響を軽減するた
めの緊急対策を講じる。 

 ５ ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達成し、すべての
女性及び女児のエンパワーメントを
行う。 

 14 海の豊かさを守ろう 

持続可能な開発のために海洋・海洋
資源を保全し、持続可能な形で利用
する。 

 

６ 安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々の水と衛生の利用可能
性と持続可能な管理を確保する。 

 

15 陸の豊かさを守ろう 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な
利用の推進、持続可能な森林の経営、
砂漠化への対処ならびに土地の劣化
の阻止・回復及び生物多様性の損失
を阻止する。 

 
７ エネルギーをみんな 
  そしてクリーンに 

すべての人々の、安価かつ信頼でき
る持続可能な近代的エネルギーへの
アクセスを確保する。 

 

16 平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発のための平和で包摂
的な社会を促進し、すべての人々に
司法へのアクセスを提供し、あらゆ
るレベルにおいて効果的で説明責任
のある包摂的な制度を構築する。 

 ８ 働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成長及び
すべての人々の完全かつ生産的な雇
用と働きがいのある人間らしい雇用
（ディーセント・ワーク）を促進す
る。 

 
17 パートナーシップで目標を達成
しよう 

持続可能な開発のための実施手段を
強化し、グローバル・パートナーシッ
プを活性化する。 

 ９ 産業と技術革新の基盤をつくろ
う 

強靭（レジリエント）なインフラ構
築、包摂的かつ持続可能な産業化の
促進及びイノベーションの推進を図
る。 
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第５章 計画推進のための施策 

 

基本方針１ 消費生活の安全・安心の確保 

 

 

１ 危害・危険の防止 

⑴ 商品・サービスの安全性の確保 

   消費生活に欠かせない商品やサービスの安全性を確保するよう、関係法令等に基づき、関係施設等

への立入検査や監視・指導等を実施するとともに、安全性についての正しい知識の普及を目的とした

講習会等や情報提供、必要に応じて安全性の確保に関する補助制度による支援を実施します。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

食品関係施設の監
視指導 

・食品衛生監視員による食品関係施設への営業許可及び定期
的な立入検査を行い、食品に起因する健康被害の発生を防
止します。     

ほか 

健康福祉局 
食品保健課 
食品指導課 

医事指導事業 
【1.2.⑴】（※注） 

・医療施設及び医療関係施設の許可審査及び届出関係事務並
びに施設に対する監視指導を行うことにより、医療の安全
の確保等に取り組みます。 

健康福祉局 
環境衛生課 

薬事指導事業 
【1.2.⑴】 

・医薬品販売等の許可審査及び届出関係事務並びに施設に対
する監視指導を行うことにより、医薬品等の有効性及び安
全性の確保等に取り組みます。 

環境衛生指導事業 
・旅館、公衆浴場、興行場、理容所、美容所、クリーニング
所等の環境衛生関係施設を指導し、施設の衛生を確保し、
保健衛生の向上に取り組みます。 

家庭用品安全対策
事業 

・家庭用品に含有される可能性のある有害物質について検査
するとともに、検査結果に応じて製造事業者等を指導し、
消費者の健康被害の発生を防止します。 

毒物劇物指導事業 
・毒物劇物販売業の施設の登録審査及び届出関係事務並びに
施設に対する監視指導を行うことにより、毒物及び劇物の
適切な管理体制の確保等に取り組みます。 

条例に基づく事業
者への調査・指導・
勧告等 
【1.2.⑵、1.3.⑵】 

・事業者への調査・指導・勧告等を行い、被害の発生や拡大
の防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

食品衛生に関する
講習会等の実施 

・市民等を対象にした衛生講習会や意見交換会を開催し、食
品衛生に関する正しい知識の普及に努め、食品に起因する
健康被害の発生を防止します。 

健康福祉局 
食品保健課 
食品指導課 

住宅用火災警報器
の普及啓発 

・設置が義務付けられている住宅用火災警報器の設置や維持
管理について広報し、普及に取り組みます。 

消防局 
予防課 
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名称 内容 担当課 

住宅に関する情報
提供等 

・住まいのアドバイザー派遣、住宅相談の実施、マンション
管理セミナーの開催、公的賃貸住宅募集情報の提供、住ま
いのガイドの発行などを行うことにより、市民の多様なニ
ーズに応じた、住宅に関する情報の提供等に取り組みます。 都市整備局 

住宅政策課 

住宅耐震化等促進
事業 

・建物所有者が実施する住宅の耐震診断や耐震改修、耐震シ
ェルター設置などに要する経費の一部を補助することによ
り、市民の住宅耐震化に対する意識を高め、住宅の耐震化
の促進に取り組みます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 消費者事故の発生・拡大の防止 

生命・身体にかかわる消費者事故の発生・拡大を防ぐよう、他機関と連携した商品テストを実施す

るとともに、重大事故が発生した場合は、迅速に、関係法令に基づく消費者庁への報告、消費者への

情報提供などを行います。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

製品の性能・欠陥
等に対する原因究
明の支援 

・製品の性能・品質・欠陥等に関する苦情相談に対して、迅
速かつ的確に国等の関係機関に商品テストを依頼し、原因
究明の支援を行い、消費者事故の再発防止等に努めます。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

消費者事故等への
迅速な対応 

・生命・身体に影響するような重大事故等が発生した場合に
は、速やかに消費者事故に関する情報を消費者庁に通知し、
被害の拡大防止を図ります。 

                        ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表中の施策のうち、複数の基本方針に該当する場合は、その基本方針の項目を示します。 

(例) 基本方針 1.1.⑴の「医療指導事業」について、基本方針 1.2.⑴にも該当する場合、 

下記網掛けのとおり、「名称」内に該当する番号を記載します。 

 基本方針 1 消費生活の安全・安心の確保 

 １ 危害・危険の防止 

  ⑴ 商品・サービスの安全性の確保 

 名称 内容 担当課 

 医事指導事業 

【1.2.⑴】 

・（ 内  容 ） （ 担 当 課 ） 

（※注） 
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２ 適正な取引環境の確保 

⑴ 表示・規格・計量等の適正化 

商品やサービスを選択する基準である表示等の適正化を図るよう、関係法令等に基づき、関係施設

等への立入検査や監視・指導等を実施するとともに、計量についての正しい知識の普及を目的とした

啓発事業を実施します。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

食品表示の監視指
導 

・市内の製造・販売業者に適正な表示を指導し、食品の安全
の確保に取り組みます。 

健康福祉局 
食品保健課 
食品指導課 

医事指導事業
【1.1.⑴】 

・医療施設及び医療関係施設の許可審査及び届出関係事務並
びに施設に対する監視指導を行うことにより、医療の安全
の確保等に取り組みます。 健康福祉局 

環境衛生課 
薬事指導事業
【1.1.⑴】 

・医薬品販売等の許可審査及び届出関係事務並びに施設に対
する監視指導を行うことにより、医薬品等の有効性及び安
全性の確保等に取り組みます。 

家庭用品品質表示
法等に基づく立入
検査 

・家庭で使用する製品について、立入検査を実施し、必要に
応じて指導等を行い、家庭用品等の品質に関する表示の適
正化を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

「はかり」の定期
検査や商品量目立
入検査の実施 

・特定計量器の検査やスーパーマーケット等の計量関係事業
者へ立ち入り、内容量表記の検査・指導等を行うことによ
り、適正な計量の確保に取り組みます。 

ほか 

経済観光局 
計量検査所 

条例に基づく表示
基準の必要性等の
検討等 

・消費者が商品やサービスを選択する際の判断基準となる表
示等について、条例に基づき事業者が遵守すべき基準の策
定の必要性について検討し、適正な取引環境の確保に努め
ます。 

                        ほか 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

計量の普及啓発 
・計量に関する啓発事業を実施し、消費者の計量に対する関
心を高め、計量知識の普及を図ります。 

経済観光局 
計量検査所 
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⑵ 生活関連物資の安定供給 

   生活関連物資が安定的に適正な価格で供給されるよう、価格動向等を調査し、公表するとともに、 

  中央卸売市場における生鮮食品等の取引の適正化等に努めます。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

物価の監視・調査
等 

・日常生活に関連の深い生活関連物資について、消費生活モ
ニターにより価格動向等の調査を行うとともに、ホームペ
ージで公表し、生活関連物資の安定供給を図ります。 

                        ほか 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

中央卸売市場にお
ける取引の適正化
等 

・中央卸売市場を運営し、生鮮食料品等の取引の適正化とそ
の流通の円滑化を図ります。 

経済観光局 
中央卸売市場 中央卸売市場にお

ける市況情報の提
供 

・中央卸売市場での取引価格等の市況情報について、ホーム
ページに掲載し、消費者に情報提供を行うことにより、取
引の公正さを担保します。 

条例に基づく事業
者への調査・指導・
勧告等 
【1.1.⑴、1.3.⑵】 

・事業者への調査・指導・勧告等を行い、被害の発生や拡大
の防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

 

３ 事業者に対する指導 

⑴ 国・県と連携した事業者指導 

   悪質な消費者被害を防止するよう、国や県と情報交換を行い、行政処分の可能性がある場合には、

県等の関係機関と連携し、適切に対応します。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

国・県との情報交
換 

・国・県の会議等に参加し、消費者被害等に関する情報交換
を行い、悪質な消費者被害の防止に努めます。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 県生活センターと

の連携 
【2.2.⑴】 

・消費生活相談において、行政処分の可能性がある案件につ
いては、県生活センターと情報交換を行い、連携して対応
することにより、悪質な消費者被害の防止に努めます。 
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⑵ 広島市消費生活条例に基づく不当取引行為への対応 

   不当な取引行為が懸念される事案が生じた場合には、事業活動の是正を図るよう、事業者への状況

聴取等を行い、是正が図れないような悪質な場合には、条例に基づく指導等を行います。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

事業者からの事情
聴取等の実施 

・不当な取引行為が懸念される場合には、事業者への状況聴
取、三者面談等を行うことで実態を把握するとともに、事
業者と改善について協議を行い、事業活動の是正を図りま
す。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

条例に基づく事業
者への調査・指導・
勧告等 
【1.1.⑴、1.2.⑵】 

・事業者への調査・指導・勧告等を行い、被害の発生や拡大
の防止を図ります。 

条例に基づく不当
取引防止のための
情報収集 

・条例に定める不当な取引行為の禁止に係る運用について、
他都市の取組について調査・研究し、不当取引の防止に努
めます。 

 

４ 安全・安心な地域づくりの推進  拡充  

⑴ 地域連携による安全・安心な環境づくりの推進 

   自ら消費者被害を予防することが困難なぜい弱な消費者が、地域で安心して暮らせるよう、消費者

被害の防止等につながる講座やパンフレットの配布等による情報提供を行います。また、地域団体等

と連携した見守り体制を活用するとともに、地域での消費者被害の防止等の担い手となる消費生活

サポーターや消費生活協力団体の拡充を図ります。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費生活出前講座
の実施   
【3.1.⑴、3.1.⑵、

3.2.⑵】 

・学校、高齢者団体、地域で高齢者を支援する団体などに講
師を派遣し、消費者トラブルの実例などを通して、消費生
活の基礎的知識の普及に努め、自立した消費者の育成と消
費者被害の未然防止や拡大防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

地域住民への情報
提供 
【2.1.⑷】 

・消費者被害や消費生活センターの業務内容に関する情報を
地域住民に直接届けることにより、消費者被害の防止を図
るとともに、消費生活センターの認知度を向上させ、消費
生活相談につなげます。 

消費者啓発パンフ
レット等の作成等 
【3.1.⑵】   

・消費者被害防止パンフレットや訪問販売お断りステッカー
などを作成し、消費生活出前講座の場などを利用して配付
することにより、消費者被害の未然防止や拡大防止を図り
ます。 

消費者安全確保部
会の構成団体と連
携した見守り体制
の整備 
【3.2.⑵】 

・消費者安全確保部会の構成団体に所属する方に、消費生活
に関する見守り活動のあり方を学ぶための講座等を実施
し、消費生活サポーターや消費生活協力団体として、見守
り活動に取り組む体制を整備することにより、消費者被害
の未然防止や拡大防止を図ります。 
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名称 内容 担当課 

見守り関係団体等
との連携   
【3.2.⑵】 

・消費生活協力団体や地域包括支援センター等と情報を共有
し、地域の見守り活動を実施することにより、消費者被害
の未然防止や拡大防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

消費生活サポータ
ーの育成   
【3.2.⑵】 

・高齢者等の見守り活動のあり方を学ぶための講座の実施や
活動を支援する情報の提供等により、見守り活動を担う人
材を育成し、高齢者等の消費者被害の未然防止や拡大防止
を図ります。 

消費生活協力団体
の育成   
【3.2.⑵】 

・高齢者等の見守り活動のあり方を学ぶための講座の実施や
活動を支援する情報の提供等により、消費者安全の確保に
取り組む消費生活協力団体を育成し、消費者被害の未然防
止や拡大防止を図ります。 

 

⑵ ぜい弱な消費者の権利擁護の推進 

   判断能力が不十分または意思や権利を主張することが困難な高齢者や障害者等の権利を擁護する

よう、財産侵害から保護する制度等を周知し、その利用促進を図ります。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費生活相談にお
けるぜい弱な消費
者の権利擁護の推
進のための関係機
関の紹介 

・自立した消費生活が難しいと思われる場合には、家族や介
護支援専門員などに権利擁護のための制度や行政の福祉関
係窓口を紹介し、利用を促すことにより、消費者被害の未
然防止につなげるよう努めます。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

成年後見制度利用
支援事業 

・身寄りのない高齢者や障害者が、判断能力が十分でないた
め財産の管理ができない場合には、本人の権利を擁護する
ため、財産管理などを代わりに行う成年後見制度の利用促
進を図ります。 

健康福祉局 
高齢福祉課 
障害自立支援課 
精神保健福祉課 
障害福祉課 

福祉サービス利用
援助事業「かけは
し」 

・認知症などにより判断能力の不十分な高齢者又は障害者が
福祉サービスの利用等において不利益を被ることのないよ
う、社会福祉協議会が実施する福祉サービス利用援助事業
の充実を図ります。 

健康福祉局 
地域共生社会
推進課 

高齢者を対象とし
た安全情報提供ネ
ットワークの運営 

・県警から市町に電子メールで送信される高齢者を狙った犯
罪情報やその対策等を、関係各課や社会福祉施設等に情報
提供し、高齢者が集まる場所へ掲出を依頼し、高齢者の消
費者被害の発生の防止を図ります。 

健康福祉局 
高齢福祉課 

発達障害者支援事
業 

・障害者や外国人などで話し言葉によるコミュニケーション
が困難な方が安心して生活できるよう、イラストを指さす
ことでお互いの意思を伝達し合える「コミュニケーション
支援ボード」をホームページ上で提供し、コミュニケーシ
ョンのバリアフリーの推進を図ります。 

こども未来局 
こども・家庭支
援課 
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基本方針２ 消費者の被害の救済 

 

 

１ 相談体制の充実  拡充  

⑴ 相談機能の強化 

   消費者が消費生活相談をしやすい環境を整備するよう、電子メールでの相談受付やオンライン相談

等、多様な相談機会を提供するとともに、国が検討している消費生活相談のデジタルトランスフォー

メーション（ＤＸ）についても、動向等を踏まえながら、迅速に対応します。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費生活相談のデ
ジタルトランスフ
ォーメーション
（ＤＸ）への対応 

・デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ)の進展を踏ま
え、相談者が消費生活相談をしやすい環境の整備に取り組
み、相談者の利便性の向上と業務の効率化を図ります。 市民局 

消費生活ｾﾝﾀｰ 

消費生活相談での
外国人への対応 

・多言語で生活に関する相談などを行う外国人相談窓口や音
声通訳アプリを活用することにより、日本語が十分理解で
きない外国人の相談対応を強化します。 

 

⑵ 相談対応力の向上 

    消費生活相談員が、複雑化・多様化する相談内容に対応できるよう、研修等により、業務に関する

専門知識の習得や相談対応時のコミュニケーション能力等の向上を図るとともに、全国消費生活情

報ネットワークに集積している消費者被害に関する情報を活用し、消費者被害の拡大防止を図りま

す。また、霊感商法や訪問販売により不当な勧誘があった場合等には、弁護士等と連携し、相談の

解決に向けた的確な助言を行います。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

国民生活センター
等主催の相談業務
に係る研修への参
加 

・国民生活センターが実施する専門研修や県が実施する研修
に相談員を参加させ、専門知識を習得するとともに、総合
的な能力の向上に努めます。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

消費生活センター
主催の相談業務に
係る研修の実施 

・消費生活センターにおいて研修を実施し、相談対応能力な
どの相談員の総合的な資質の向上に努めます。 

弁護士会との事例
検討会の実施   
【2.2.⑵】   

・弁護士を講師に招き、解決困難事例等について事業者との
交渉方法等のアドバイスを受ける事例検討会を実施し、複
雑化・多様化する消費者トラブルに対応するための能力向
上を図ります。 

消費者被害に関す
る広域的情報共有 

・全国消費生活情報ネットワークを活用し、全国または広島
広域都市圏等での消費生活相談等に関する情報を把握し、
市民に提供することで、被害拡大の防止を図ります。 

                        ほか 
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名称 内容 担当課 

相談員のあっせん
による契約トラブ
ル等の解決 

・複雑・高度な内容の消費生活相談で事業者との交渉が必要
な場合には、相談員が消費者と事業者の間に入って交渉し、
あっせんによる問題解決を図ります。 市民局 

消費生活ｾﾝﾀｰ 
弁護士による助言
業務の実施   
【2.2.⑵】   

・専門的な法律知識を要する相談については、相談員が弁護
士からの的確な助言を仰ぎ、消費者トラブルの解決を図り
ます。 

 

⑶ 消費者紛争・訴訟への支援 

   法律の専門家の見識を必要とするなど、消費生活相談による苦情処理では解決が困難な相談につ

いては、条例に基づき、弁護士等で組織された消費生活紛争調停員会における調停等により、解決を

図ります。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費生活紛争調停
委員会における調
停等 

・消費生活紛争調停委員会で被害救済の調停及び訴訟費用の
貸付の認定等の審議を行い、解決を図ります。 

                        ほか 市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 適格消費者団体

（*）との連携    
【2.2.⑵】   

・適格消費者団体との連携を進めるとともに、被害拡大の恐
れのある場合は、相談者に同団体へ情報の提供を働きかけ、
被害の拡大防止に努めます。 

*不特定多数の消費者の利益を擁護するために、差止請求権を行使するために必要な適格性を有する消費者団体とし

て内閣総理大臣の認定を受けた法人 

⑷ 広島市消費生活センターの周知 

    消費生活に関わるトラブルや悩みについては、消費生活センターがその解決に向けた助言等を行

う機関であることを周知し、相談に導くよう、消費生活センターの業務内容や消費者被害に関する情

報等を様々な広報媒体を活用し情報提供を行うとともに、消費者団体等と連携した啓発活動の拡充

を図ります。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

地域住民への情報
提供 
【1.4.⑴】 

・消費者被害や消費生活センターの業務内容に関する情報を
地域住民に直接届けることにより、消費者被害の防止を図
るとともに、消費生活センターの認知度を向上させ、消費
生活相談につなげます。 市民局 

消費生活ｾﾝﾀｰ 
消費生活情報紙の
作成等   
【3.1.⑴、3.1.⑵】 

・消費生活情報紙「知っ得なっとく」を作成し、市民等に提
供することにより、自立した消費者の育成と消費者被害の
未然防止や拡大防止を図ります。 

市広報紙等を活用
した情報提供  
【3.1.⑵】  

・市の広報紙や広報番組、ＳＮＳなどを活用し、消費生活に
関する情報を市民に提供することにより、自立した消費者
の育成と消費者被害の未然防止や拡大防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
企画総務局 
広報課 

消費者力向上キャ
ンペーン事業    
【3.1.⑵】 

・消費者自らの学習意欲を高めるため、消費者団体、事業者
団体等と協力し、消費者月間や各種イベントに合わせて消
費者啓発事業を実施することにより、消費者力の向上を図
ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
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２ 関係機関との連携 

⑴ 行政機関との連携 

   消費者トラブルが潜在化しないよう、より適切な相談窓口への紹介や情報交換など、市関係相談窓

口や他の行政機関との相互の連携を図ります。また、架空請求やインターネット販売での詐欺行為

等、犯罪につながる可能性がある相談の場合には、県警と連携して対応します。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

市関係相談窓口と
の連携 

・消費生活センターと消費者問題に関係する相談窓口及び関
係機関が連携し、相談内容の解決や情報共有を進めます。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

多重債務問題対策
における関係機関
等との連携 

・多重債務問題関係課長連絡会議における多重債務の相談状
況や実状等の情報交換や、窓口で市民と接する関係課職員
への研修会を開催することにより、相談窓口への誘導や多
重債務に苦しむ市民の早期発見に努めます。 

県生活センターと
の連携 
【1.3.⑴】 

・消費生活相談において、行政処分の可能性がある案件につ
いては、県生活センターと情報交換を行い、連携して対応
することにより、悪質な消費者被害の防止に努めます。 

県警との連携 
・消費生活相談において、犯罪につながる可能性がある案件
について、県警と情報交換を行い、連携して対応すること
により、悪質な消費者被害の防止に努めます。 

 

⑵ 相談機関等との連携 

複雑化・多様化する消費者トラブルに対応できるよう、弁護士会等による相談会の実施や業界団体

等との情報交換など、相談機関等との相互の連携を図ります。また、多重債務や専門的な法律知識を

要する相談があった場合には、弁護士会などの相談機関等と連携して対応します。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

弁護士会等との連
携による相談会の
実施 

・弁護士会、司法書士会等との連携により無料相談会を実施
し、消費生活センターのみでは解決することが困難な事案
について専門家の協力を得て解決を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

弁護士会との事例
検討会の実施 
【2.1.⑵】 

・弁護士を講師に招き、解決困難事例等について事業者との
交渉方法等のアドバイスを受ける事例検討会を実施し、複
雑化・多様化する消費者トラブルに対応するための能力向
上を図ります。 

各種業界の相談窓
口との連携 
【3.1.⑵】   

・消費生活センターに寄せられる消費者の苦情や相談等につ
いて、事業者団体等へ情報提供し、事業者との連携を深め
ることにより、消費者トラブルの解決を図ります。 

                        ほか 

弁護士による助言
業務の実施 
【2.1.⑵】 

・専門的な法律知識を要する相談については、相談員が弁護
士からの的確な助言を仰ぎ、消費者トラブルの解決を図り
ます。 

適格消費者団体と
の連携 
【2.1.⑶】 

・適格消費者団体との連携を進めるとともに、被害拡大の恐
れのある場合は、相談者に同団体へ情報の提供を働きかけ、
被害の拡大防止に努めます。 
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３ 消費者意見の反映 

⑴ 消費者施策への消費者意見の反映 

    消費者施策を市民の消費生活の安定と向上に効果的につなげるよう、消費者が消費者施策に参画

し、その意見を述べる機会を設け、消費者意見を消費者施策に適切に反映させるとともに、必要に応

じて条例に基づく措置を講じます。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費生活相談にお
ける消費者の意
見・要望等の把握・
反映 

・消費生活に関する相談及び苦情の処理・あっせんを行う際
に、消費者の意見・要望等を的確に把握し、消費者施策に
反映します。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

消費生活審議会へ
の消費者団体、公
募市民の参画 

・消費生活審議会への消費者団体及び公募市民の参画による
意見聴取などにより、市民意見を反映します。 

消費生活基本計画
案へのパブリック
コメントの募集と
意見の計画への反
映 

・消費生活基本計画の策定に当たり、パブリックコメントを
募集し、計画に意見を反映します。 

消費生活モニタ
ー、ホームページ
における消費者の
意見の募集 

・物価調査において消費生活モニターからの意見を聴取しま
す。また、必要に応じてホームページにおいて消費者の意
見の募集を行い、消費者施策に適切に反映させます。 

市長への申出制度 
・消費者の権利が侵害されていることについて相当な理由が
あるとき、市長へその旨の申出があった場合は、条例に基
づく措置を講じます。 
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基本方針３ 消費者教育の推進 

 

 

１ ライフステージに応じた消費者教育の推進  拡充  

⑴ 学校における消費者教育の推進 

   自立した消費者として行動することができる力を育成するよう、学習指導要領に基づく消費者教

育教材の作成やＳＮＳを活用した情報提供等を行うとともに、消費者教育コーディネーターによる

学校訪問や出前講座など、教育委員会と連携した消費者教育の拡充を図ります。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費者教育教材の
作成等 
【3.1.⑵】     

・消費生活について、わかりやすく学ぶための消費者教育教
材や教員が指導するときに参考となる指導資料等を作成・
配布することにより、自立した消費者の育成を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
教育委員会 
指導第一課 
指導第二課 
特別支援教育課 

消費者教育コーデ
ィネーターの学校
訪問 

・消費者教育コーディネーターが学校を訪問し、学校現場の
情報収集や消費生活センターからの情報提供を行い、教育
委員会と連携した消費者教育の推進を図ります。 

消費生活出前講座
の実施 
【1.4.⑴、3.1.⑵、

3.2.⑵】 

・学校、高齢者団体、地域で高齢者を支援する団体などに講
師を派遣し、消費者トラブルの実例などを通して、消費生
活の基礎的知識の普及に努め、自立した消費者の育成と消
費者被害の未然防止や拡大防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

電子メディアに関
する講習会の開催   
【3.1.⑵】     

・青少年や保護者及び教職員等を対象として、インターネッ
トやＳＮＳ等電子メディアの利用に係る危険性、正しい活
用方法及び利用する際の家庭でのルールづくりに関する講
習会を開催し、青少年の電子メディアの適正利用を促しま
す。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
教育委員会 
育成課 

大学等における消
費者教育の推進 

・大学等に、新入生を対象にした消費者教育の実施を働きか
けるとともに、消費生活に関する情報を提供することによ
り、クレジットカード、悪質商法等に係るトラブル防止を
図ります。 市民局 

消費生活ｾﾝﾀｰ 
消費生活情報紙の
作成等   
【2.1.⑷、3.1.⑵】 

・消費生活情報紙「知っ得なっとく」を作成し、市民等に提
供することにより、自立した消費者の育成と消費者被害の
未然防止や拡大防止を図ります。 

 

⑵ 地域・家庭・職場における消費者教育の推進 

生涯を通じて切れ目なく消費者教育を受けられるよう、消費者教育教材等による情報提供や、出前

講座や親子で学ぶ学習会など、年齢層に応じた啓発活動を行うとともに、自立した消費者の育成につ

ながる取組を進めている事業者等を顕彰し、取組意欲の向上を図ります。 
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 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費者教育教材の
作成等 
【3.1.⑴】 

・消費生活について、わかりやすく学ぶための消費者教育教
材や教員が指導するときに参考となる指導資料等を作成・
配布することにより、自立した消費者の育成を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
教育委員会 
指導第一課 
指導第二課 
特別支援教育課 

消費生活出前講座
の実施   
【1.4.⑴、3.1.⑴、

3.2.⑵】 

・学校、高齢者団体、地域で高齢者を支援する団体などに講
師を派遣し、消費者トラブルの実例などを通して、消費生
活の基礎的知識の普及に努め、自立した消費者の育成と消
費者被害の未然防止や拡大防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

電子メディアに関
する講習会の開催 
【3.1.⑴】 

・青少年や保護者及び教職員等を対象として、インターネッ
トやＳＮＳ等電子メディアの利用に係る危険性、正しい活
用方法及び利用する際の家庭でのルールづくりに関する講
習会を開催し、青少年の電子メディアの適正利用を促しま
す。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
教育委員会 
育成課 

小学生向け夏休み
研究学習会等の実
施 

・夏休み期間中に、家庭生活に密着した消費者教育を行う学
習会を実施し、消費行動の実践力の向上を目指します。 

                        ほか 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

夏休み親子体験教
室の実施 

・夏休み期間中に、親子で学ぶ体験教室を実施し、食品衛生
や食肉についての正しい知識の普及啓発を図ります。 

健康福祉局 
食肉衛生検査所 

二十歳を祝うつど
い（仮称）における
消費者啓発 

・二十歳を祝うつどい（仮称）において、消費者被害に関す
る情報を提供するなど消費者啓発を行うことにより、消費
者力の向上を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

社会教育施設にお
ける消費者啓発 

・公民館などの社会教育施設において、消費者被害に関する
情報を提供するなど消費者啓発を行うことにより、消費者
が生涯にわたって消費者教育を受けることができる学習機
会を提供し、消費生活に関する教養の向上を図ります。 

市民局 
生涯学習課 

消費者力向上キャ
ンペーン事業 
【2.1.⑷】 

・消費者自らの学習意欲を高めるため、消費者団体、事業者
団体等と協力し、消費者月間や各種イベントに合わせて消
費者啓発事業を実施することにより、消費者力の向上を図
ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

消費生活情報紙の
作成等 
【2.1.⑷、3.1.⑴】 

・消費生活情報紙「知っ得なっとく」を作成し、市民等に提
供することにより、自立した消費者の育成と消費者被害の
未然防止や拡大防止を図ります。 

消費者啓発パンフ
レット等の作成等 
【1.4.⑴】 

・消費者被害防止パンフレットや訪問販売お断りステッカー
などを作成し、消費生活出前講座の場などを利用して配付
することにより、消費者被害の未然防止や拡大防止を図り
ます。 

市広報紙等を活用
した情報提供 
【2.1.⑷】 

・市の広報紙や広報番組、ＳＮＳなどを活用し、消費生活に
関する情報を市民に提供することにより、自立した消費者
の育成と消費者被害の未然防止や拡大防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
企画総務局 
広報課 

消費者啓発用品の
貸出 

・団体や個人からの依頼に応じて、啓発図書やＤＶＤ、タペ
ストリー等を貸出し、市民の消費生活に関する知識の向上
を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

 



38 
 

名称 内容 担当課 

「減らそう犯罪」
推進事業 

・各区において、地域団体や警察署等と連携・協働して、犯
罪の起こりにくい安全なまちづくりを推進し、安全・安心
な地域社会の実現を図ります。 

市民局 
市民安全推進課 

各種業界の相談窓
口との連携 
【2.2.⑵】 

・消費生活センターに寄せられる消費者の苦情や相談等につ
いて、事業者団体等へ情報提供し、事業者との連携を深め
ることにより、消費者トラブルの解決を図ります。 

                        ほか 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

公益通報に関する
制度のホームペー
ジでの情報提供 
【4.2.⑴】 

・公益通報に関する制度をホームページに掲載し、情報提供
を行い、消費者の利益を擁護するための事業活動の推進を
図ります。 

企画総務局 
総務課 

ひろしまエコ事業
所認定制度 
【4.2.⑴】 

・地球温暖化の防止等環境に配慮した取組を積極的に実践し
ている事業所を「ひろしまエコ事業所」として認定し、事
業者の取組意欲を高めるとともに、機運の醸成を図ります。 

環境局 
温暖化対策課 

広島市ごみ減量優
良事業者表彰制度  
【4.2.⑴】    

・事業系ごみの減量・資源化に積極的な取り組みをしている
事業者を表彰し、その功績をたたえ、ごみ減量・資源化の
推進を目指します。 環境局 

業務第一課 広島市環境美化功
労者表彰 
【4.2.⑴】 

・環境美化のための清掃活動を続けている者又は団体等を表
彰し、その功績をたたえ、環境美化の推進を目指します。 

広島市生活衛生事
業功労表彰 
【4.2.⑴】  

・長年にわたり食品衛生や環境衛生など生活衛生事業のため
献身的な活動を続け、その功績が特に顕著である者及び他
の模範とすべき優秀な施設等を表彰し、公衆衛生活動の向
上を図ります。 

健康福祉局 
食品保健課 
食品指導課 
環境衛生課 

広島市男女共同参
画推進事業者表彰  
【4.2.⑴】   

・女性の能力発揮や職域拡大、仕事と家庭・地域活動の両立
支援などに積極的に取り組み、他の模範となる事業者を表
彰し、民間事業者等の職場における男女共同参画の推進を
図ります。 

市民局 
男女共同参画課 

 

２ 消費者教育推進のための人材の育成 

⑴ 学校における人材の育成 

学校での消費者教育において推進役となる教員の指導力が向上するよう、教員への消費者教育研

修や講座を実施するとともに、消費者教育コーディネーターによる実践指導や授業をサポートでき

る人材の紹介等、教員への支援を行います。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

教員を対象とした
消費者教育研修の
実施 

・国民生活センターの消費者教育研修に教員を派遣すること
により、教員の指導力の向上を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
教育委員会 
指導第一課 
指導第二課 
特別支援教育課 

オンラインによる
消費者教育講座の
実施 

・ＷＥＢ会議システム等を利用したオンラインによる消費者
教育講座を実施することにより、教員の学習機会を提供し、
総合的な資質の向上に努めます。 
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名称 内容 担当課 

消費者教育コーデ
ィネーターによる
教員への支援 

・教育委員会や学校と連携して、学校における消費者教育の
現状と課題を把握し、各学校での取組を推進するとともに、
消費生活に関する情報提供や消費者教育に係る実践指導等
を行うことにより、学校での消費者教育の推進を図ります。 市民局 

消費生活ｾﾝﾀｰ 
教育委員会 
指導第一課 
指導第二課 
特別支援教育課 

消費者教育をサポ
ートする人材のあ
っせん 

・消費者教育に関する授業に必要となる専門的な知識を持つ
人材をあっせんすることにより、わかりやすい授業の実現
を図ります。 

消費者教育コーデ
ィネーターの育成 

・消費者教育コーディネーターが、研修会への参加等により、
消費者問題や消費者教育に関する知識等を身に付け、学校
と連携した効果的な消費者教育の推進を図ります。 

 

⑵ 地域における人材の育成 

   地域での消費者教育の担い手として期待される消費者団体や高齢者の見守り活動を実施する団体

等の活動がより活発になるよう、消費者被害の防止に関する講座や情報提供等を行うとともに、消費

者団体への教育活動に対する支援等を行います。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費生活出前講座
の実施   
【1.4.⑴、3.1.⑴、

3.1.⑵】 

・学校、高齢者団体、地域で高齢者を支援する団体などに講
師を派遣し、消費者トラブルの実例などを通して、消費生
活の基礎的知識の普及に努め、自立した消費者の育成と消
費者被害の未然防止や拡大防止を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 
 

消費者大学の実施 
・消費者問題に対する学習意欲の高い消費者を対象に消費者
大学を開講し、地域における消費者活動を担う人材づくり
に取り組みます。 

消費者安全確保部
会の構成団体と連
携した見守り体制
の整備 
【1.4.⑴】 

・消費者安全確保部会の構成団体に所属する方に、消費生活
に関する見守り活動のあり方を学ぶための講座等を実施
し、消費生活サポーターや消費生活協力団体として、見守
り活動に取り組む体制を整備することにより、消費者被害
の未然防止や拡大防止を図ります。 

見守り関係団体等
との連携 
【1.4.⑴】 

・消費生活協力団体や地域包括支援センター等と情報を共有
し、地域の見守り活動を実施することにより、消費者被害
の未然防止や拡大防止を図ります。 

消費生活サポータ
ーの育成 
【1.4.⑴】 

・高齢者等の見守り活動のあり方を学ぶための講座の実施や
活動を支援する情報の提供等により、見守り活動を担う人
材を育成し、高齢者等の消費者被害の未然防止や拡大防止
を図ります。 

消費生活協力団体
の育成 
【1.4.⑴】 

・高齢者等の見守り活動のあり方を学ぶための講座の実施や
活動を支援する情報の提供等により、消費者安全の確保に
取り組む消費生活協力団体を育成し、消費者被害の未然防
止や拡大防止を図ります。 

公益社団法人広島
消費者協会への支
援 

・公益社団法人広島消費者協会が実施する教育活動・調査研
究活動や地区活動等に対する事業補助、常勤職員の人件費
補助を行い、地域で消費者教育を行う人材を育成します。 

消費者の自主活動
の場の提供 

・消費者のための活動について、研修室を無料で提供するこ
とにより、消費者団体等の自主的な活動を支援します。 
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基本方針４ 持続可能な社会の形成に 

向けた消費行動の推進 

 

 

１ エシカル消費の推進  拡充  

⑴ エシカル消費の普及啓発 

   一人一人の消費行動が、人や社会、環境に重大な影響を及ぼすことに配慮して、消費者が自主的か

つ合理的な消費行動を行うことができるよう、エシカル消費に関する意識を高めるための情報提供

や地域で活動している団体等と連携した啓発活動等を実施するとともに、エシカル消費に関連する

商品を扱う店舗や市の啓発活動等を紹介するエシカルマップを作成し、エシカル消費の普及啓発活

動の拡充を図ります。 

 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

消費者団体や事業
者等と連携したエ
シカル消費の普及
啓発事業 

・エシカル消費を普及促進するための動画やパンフレット等
を作成するとともに、各地域で活動している団体や事業者
等と連携を図り、啓発活動を実施します。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

食品ロス削減キャ
ンペーン「スマイ
ル！ひろしま」 

・市民・事業者・行政が一体となって食品ロス削減に取り組
む環境を整備し、食品ロス削減のための諸事業をまとめて
食品ロス削減キャンペーン「スマイル！ひろしま」として
実施することにより、市民の食品ロス削減の取組機運の醸
成を図ります。 

環境局 
環境政策課 

わ食（和食・輪食・
環食）の推進 

・健全な食生活を実践する市民を増やすため、食に関する知
識の普及や情報提供など、官民一体となった食育を推進し
ます。 

健康福祉局 
健康推進課 

「ひろしまそだ
ち」地産地消推進
事業 

・市内で生産した農林水産物等に“ひろしまそだち”マーク
を表示し、ホームページ等による情報発信や、「ひろしま朝
市」などの産地直売等により市内産・新鮮・安心な産品の
地産地消を図ります。 経済観光局 

農政課 

食農推進事業 

・栽培から食べることまで一貫した食農体験を実施するため
の環境整備を行うとともに、食農体験の企画・運営に携わ
る市民ボランティアの育成・活動支援により、「食」と「農」
の理解の促進を図ります。 

広島市家庭用スマ
ートエネルギー設
備設置補助 

・住宅への家庭用燃料電池又は家庭用蓄電池の設置等に対す
る補助を実施し、家庭からの温室効果ガス排出削減を図り
ます。 

環境局 
温暖化対策課 

 

２ 持続可能な社会の形成に向けた事業活動の推進 

⑴ 消費者志向経営の推進 

   事業者が、消費者全体の視点に立った事業活動を行うよう、消費者志向経営に関する情報提供を行

うとともに、消費者志向経営に取り組んでいる事業者を顕彰し、取組意欲の向上を図ります。 
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 （主な消費者施策（個別施策）） 

名称 内容 担当課 

事業者に向けた消
費者志向経営の普
及啓発 

・様々な機会をとらえて、事業者に消費者志向経営に関する
情報提供等を行い、普及啓発を図ります。 

市民局 
消費生活ｾﾝﾀｰ 

公益通報に関する
制度のホームペー
ジでの情報提供 
【3.1.⑵】 

・公益通報に関する制度をホームページに掲載し、情報提供
を行い、消費者の利益を擁護するための事業活動の推進を
図ります。 

企画総務局 
総務課 

ひろしまエコ事業
所認定制度 
【3.1.⑵】 

・地球温暖化の防止等環境に配慮した取組を積極的に実践し
ている事業所を「ひろしまエコ事業所」として認定し、事
業者の取組意欲を高めるとともに、機運の醸成を図ります。 

環境局 
温暖化対策課 

広島市ごみ減量優
良事業者表彰制度 
【3.1.⑵】 

・事業系ごみの減量・資源化に積極的な取り組みをしている
事業者を表彰し、その功績をたたえ、ごみ減量・資源化の
推進を目指します。 環境局 

業務第一課 広島市環境美化功
労者表彰 
【3.1.⑵】 

・環境美化のための清掃活動を続けている者又は団体等を表
彰し、その功績をたたえ、環境美化の推進を目指します。 

広島市生活衛生事
業功労表彰 
【3.1.⑵】 

・長年にわたり食品衛生や環境衛生など生活衛生事業のため
献身的な活動を続け、その功績が特に顕著である者及び他
の模範とすべき優秀な施設等を表彰し、公衆衛生活動の向
上を図ります。 

健康福祉局 
食品保健課 
食品指導課 
環境衛生課 

広島市男女共同参
画推進事業者表彰 
【3.1.⑵】 

・女性の能力発揮や職域拡大、仕事と家庭・地域活動の両立
支援などに積極的に取り組み、他の模範となる事業者を表
彰し、民間事業者等の職場における男女共同参画の推進を
図ります。 

市民局 
男女共同参画課 
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第６章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

広島市の関係部局、国、県、近隣市町の関係機関、消費者団体、事業者団体等との連携のもと、消費

者施策を推進します。また、計画の内容や消費者施策の実施状況等については、広島市消費生活審議会

に報告するとともに、広島市ホームページに公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の進行管理 

計画の着実な実施を図るため、毎年度、「消費者施策（個別施策）実施状況」を策定するとともに、

ＰＤＣＡサイクルの実施による適正な進行管理を行います。 

 

消費生活センター 
消費生活 

審議会 
庁内 

関係部局 

連携 

報告 

意見 

助言、あっせん、 
教育・啓発など 

消費生活相談など 

･国や県、近隣市町
の関係機関 
･弁護士会等の各種
相談機関  ほか 

連携 

･消費者団体 
･事業者団体 

連携 連携 

地域における消費
者教育・啓発、見
守り活動の担い手 

広島市 

消  費  者 

Plan（計画） 
・計画の策定 
・事業の立案・改善 

Action（見直し） 
・事業の見直し 
・新たな事業の検討 
・指標の見直し 

Do（実施） 
・事業の実施 

Check（点検） 
・実施状況の把握 
・達成状況の把握 

Ｐ 

Ｄ 

Ｃ 

Ａ 


